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ガット・ＷＴＯにおける酒税事件と文化保護 

平成２４年９月１４日国際経済法研究会報告 

名古屋経済大学 宮崎 孝 

１ １９８７年ガット日本酒税報告の概要：冒頭説明 

（１） 同種の産品ＬＰと直接競争代替産品ＤＣＳ－ガット３条２項第２文はＤＣＳ産品間

の内国税率の格差に適用されるか？いわゆる「２段階解釈」the two-step approach

は成立するか？(ガット３条２項条文、同注釈および８７年報告－参考資料１)この

解釈の根拠不明－８７年報告が前例として引用した報告は３条２項解釈の前例に当

たらないし（’８７年報告５．５ｃ）で引用のＢＩＳＤ７Ｓ／６４はイタリア農機、

同報告５．５ｄ）で引用の，Ｌ／６１７５はスーパーファンド事件でいずれもＬＰ、

同じｄ）で引用のＢＩＳＤ２５Ｓ／４９，６３はＥC 動物たんぱく飼料事件の混合

規則に関する報告―ガット３条５項の問題。）かつ８７年報告は３条２項第１文を空

洞化し、文理解釈を定める条約法条約３１条１項の明文に反する。 

（２） ガット３条２項の起草経緯(当該規定文言の変遷－案文引用 ＊参考資料２)－＞８

７年報告以来の酒税判例は、３条２項の無差別待遇の範囲を米国原案よりも拡大適

用（後記 Choi Wong-Mog, Like Products in International Trade 参照)。 

（３） ３条２項の文理解釈：内国税率の格差が違法となるのは、「同種の産品」についての

み(ガット３条２項１文－参考資料３)。 

 

２ その後の酒税事件報告 

 ’９６年日本、’９９年韓国・チリ、２０１１年フィリッピン酒税事件報告＋２００１年

台湾・２００７年ベトナムのＷＴＯ加入ＷＰ報告(資料３)－すべて‘９７年日本酒税事件報

告を踏襲。 ＊ 比報告は、砂糖原料の国産ウイスキーは輸入ウイスキーと同種の産品と

判示－社会通念と合致。然し一般論として「ＷＴＯ判例法」の成立はありえない(’９６年

日本酒税ＡＢ報告も同旨―参考資料４参照)。 

 

３ 酒税事件と文化保護の関連性 

（１） 現行ＷＴＯ法の不備＋酒税判例＝文化保護の危機－ガット４条と２０条ｆの正文は

資料５を参照－２０条 f は国宝級有形文化財のみを保護。その他の有形・無形文化

財は対象外。  ＊ 無形文化財はサービス貿易扱い。ただし、ＧＡＴＳ上、最恵

国待遇はネガリストで、市場アクセス・内国民待遇はポジリストで譲許(資料６)。

各国が別表で譲許しない限り、無形文化財保護措置が許される。 

（２） 文化保護目的の間接税等の措置は不可欠(２００５年ユネスコ文化多様性条約では

文化保護は人権扱い－ILＡ７３回大会リオ決議は、貿易法上の人権尊重義務を強調

(資料７)：伝統的文化財を輸入品・国産現代産品とはＬＰではなく競争産品ＤＣＳ

とし、税制上優遇することがガット３条２項の解釈上可能。他方、２００５年文化
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多様性条約ＣＤＣ２０条は法の細分化の解決を断念した(資料８)。 

（３） ＷＴＯの場ではｉ）判例改定 ｉｉ）公権的解釈・ウエイバー(資料９：ＷＴＯ協定

９条２・３項) ｉｉｉ）複数国間のｉｎｔｅｒ ｓｅ 合意(２００６年ＩＬＣコ

スケニエミ報告資料１０：条約法条約４１条も引用)で対応。資料１１の２００１年

ドーハＷＴＯ閣僚宣言、それぞれ参照) 

＊ どのような産品を保護すべき文化財(輸入品とＬＰではなくＤＣＳ産品)と認定する

か？－社会通念に従い伝統産品としての特性を認定の上、ＤＳＣとして税制上保護。 

従来のＷＴＯ判例は‘８７年以来伝統産品（酒類）をＬＰではなくＤＣＳと判定

（資料１２で’８７年報告引用）。 

＊ 然し従来のパネル・ＡＢのケースバイケースにＬＰ／DCS を判定する慣行は法的

安定性に反する（例えば‘９６年日本酒税パネル報告は、焼酎とウイスキーその他

の蒸留酒の間に１０％の代替性が存在するにすぎないのにＤＣＳとした。同報告６．

３１－資料１３）。－＞ＤＳＢは非民主的な逆コンセンサス方式ではなく、過半数

多数決を採用せよ。 

＊ 国際法規則の成立・拘束力(当該事件における具体的な適用法)は、裁判所が決める 

＊ ＷＴＯ紛争解決手続きの例外性：国際裁判所の管轄権は当事国の同意を前提とする 

のが原則であるのに、ＤＳＢは強制管轄を導入。－＞他方報告が認定する当事国の

権利義務をＷＴＯ協定の定める権利義務に限定。条約と一般国際法以外の裁判規準

を容認するＩＣＪ規定３８条と対照(資料１４で関連ＤＳＵ条文引用) 

＊ 司法の本質＝権威主義：国家権力による裁定を受け入れ、または当事者合意により

権威ある仲裁者に紛争解決をゆだねる。国際法の拘束力の基本は国家合意（資料１

５の条約法条約３１条３項（ｂ）参照） 
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